
導入目的の明確化
小水力発電の導入にあたっては、様々な導入目的が考えられます。

小水力発電導入に投資できる費用や、運転開始後の維持管理費を含めた事業性を考
慮しながら、地域のニーズに適した導入目的を設定する必要があります。

売電による収入増
（全量売電）

発電候補地点の選定
明確化した導入目的を達成できる発電量が得られる発電候補地点を周辺の河川、既

存施設、水路等から選定しましょう。

水力発電の出力は、『 落差 』と『 水量 』によって決まります。

まずは身近な『 落差 』と『 流量 』のある場所を探してみましょう！

基本情報収集のポイント

小水力発電導入に向けて、候補地点における周辺環境などの基本情報を収集します。

『 規模の検討 』『 事業費・経費の概算算出 』等に必要な項目について説明します。

① 施設の状況整理

発電候補地点が既存施設を利用する場合（砂防ダム、農業用水路、上下水道施設
等）は、施設管理者との事前協議が必要になります。

河川を利用する場合は、河川管理者との水利権に関する協議が必要となります。

② 周辺状況の把握

発電候補地点の周辺状況について、調査・工事作業を想定した道路状況、周辺土
地所有者、送配電線までの距離、河川の塵芥（ゴミ）、降雪状況等に関して把握し
ます。

③ 法令および規則の確認

最も関係する法令は、『 電気事業法 』と『 河川法※ 』となりますが、発電候
補地点で、他に関係する法令・規則が無いか確認します。

許認可審査によっては、手続きに時間を要する場合がありますので、関係機関
への早めの相談が必要となります。

詳細は、『再エネガイドブックweb版（経済産業省 資源エネルギー庁）』の
ページをご覧下さい。

URL：https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/

saiene/guide/

④ 落差の把握

防災用の非常電源
環境教育
への活用

自家消費による
電気代の削減

環境への貢献
地域振興
への活用

発電出力算出に必要な落差を、地図、現地調査、施設の図面などから把握します。

⑤ 流量の把握

水力発電所の規模を決めるための重要なデータであり、関係機関協議で必要と
なる場合があります。

ダムなどの施設で計画する場合は実測データがある場合がほとんどですが、河
川の利用などで実測データが無い場合は、流量観測などの現地測定を行う必要が
あります。

４．可能性地点の選定
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※ 用語集参照

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/guide/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/guide/
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基本情報収集で得た落差・流量等のデータを活用して、導入検討地点において、年間
どの程度の発電が可能か規模の検討を行います。

① 使用水量の検討

発電出力を決める際に必要となる、「最大使用水量※」の検討は、導入検討地点
の流量データを基に、必要とする発電規模や水の利用率、設備の稼働率を考慮して、
経済性で有利となる水量を設定します。

② 有効落差の検討

発電出力を決める際に必要となる、有効落差※の算出を行います。

有効落差 ＝ 総落差※ － 損失落差※（ｍ）

③ 水車の選定

④ 発電機の種類

発電機は、同期発電機と誘導発電機に区分され、最終的には、非常時利用のため
の単独運転の可否、水車の回転速度、発電出力、系統連系の有無、経済性などを考
慮して選定を行います。

⑤ 発電出力の算出

使用水量と有効落差から、導入計画地点の発電出力を算出します。
理論水力※ 、発電出力、年間可能発電電力量※ ・年間発電電力量※ 、設備利用率※

を算出します。
算出にあたり参考となる資料について、次のとおりご紹介いたします。

『 中小水力発電計画導入の手引き（経済産業省 資源エネルギー庁） 』

⑥ 概略レイアウトの検討

ここまで検討した内容をもとに、概算工事費算出に必要な用地・土木工事・発電
設備・発電所形式・送電工事・その他必要な調査などを実施し、発電所全体の概略
レイアウトの検討を行います。

水量と落差が分かると、その地点に適した水車型式を選定することができます。
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水車型式選定図
出典：「水力発電計画工事費積算の手引き」経済産業省 資源エネルギー庁

※ 用語集参照

５．導入可能性の検討

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11299804/www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/hydroelectric/download/pdf/ctelhy_016.pdf


概算工事費の算出

ここまでに収集した情報、検討結果をもとに、概算工事費の算出を行います。
可能性調査段階で概算工事費の算出を行い、計画した事業規模が妥当か、事業化

の可能性があるか検討する必要があります。
なお、水車発電機は近年価格上昇傾向にあり、手引きを用いると低めに算出され

ることがありますので、選定した水車を扱っているメーカーから見積もりをもらい、
精度を高める必要があります。

水力発電の一般的工事費内訳

出典：「水力発電計画工事積算の手引き」経済産業省 資源エネルギー庁

６．概算工事費・年経費の算出
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説 明

01) 土 地 補 償 費 　建物・土木・電気関係工事、仮設備費の合計額の５％を計上

02) 建 物 関 係 　最大出力をパラメータとして発電所形式別に計算式から算定

03) 土 木 関 係

① 水 あ あ 路 a. 取 水 ダ ム 　コンクリートダムを採用することとし、コンクリート量をパラメータとして計算式から算定

＜新設の場合＞

　 無圧式、圧力式の別があり、それぞれ通水量をパラメータとして計算式から算定

＜既設ダム及び砂防えん堤利用の場合＞

　 取水口新設と既存施設に取水設備を接続・設置する方法に区分されます

 　取水口新設（通水量）、チロリアン方式（コンクリート量）、堤体穴開け方式（通水量）、サイフォン

方式（真空ポンプ工事費）に区分され、()内の値をパラメータとして計算式から算定

c. 沈 砂 池 　通水量をパラメータとしてスラブ（屋根）の有無別に計算式から算定

d. 排 砂 路 　導水路工事費の積算方法に準じて算定

＜トンネル工事費＞

　１条当たりの通水量をパラメータとしてトンネルの断面形状、巻立て方式、無圧式・圧力式別に計算式

から算定

＜暗きょ工事費＞

　地形図から暗きょ延長を求め、ｍ当たり工事単価を乗じて計算式から算定

＜開きょ工事費＞

　地形図から開きょ延長を求め、ｍ当たり工事単価を乗じて計算式から算定

＜ヘッドタンク工事費＞

　１条当たりの通水量をパラメータとして計算式から算定

＜サージタンク工事費＞

　１条当たりの通水量、利用水深、水路延長をパラメータとして計算式から算定

　露出式（埋め戻し方式を含む）で、かつ、余水管に鉄管を用いる形式とし、鉄管工事費とそれ以外の

工事費とに分け、それらを合計した額として算定

＜余水路工事費（鉄管を除く）＞

　地形図から余水路延長を求め、ｍ当たり工事単価を乗じて算定

＜鉄管工事費＞

　鉄管重量に鉄管単価を乗じて算定

　水圧管路に鉄管を用いることとし鉄管工事費とそれ以外の工事費とに分け、それらを合計した額として算定

＜水圧管路工事費（鉄管を除く）＞

　地形図から水圧管路延長を求め、ｍ当たり工事単価を乗じて算定

＜鉄管工事費＞

　鉄管総重量に鉄管単価を乗じて算定

＜分岐管工事費＞

　既設ダムの放流設備等の比較的大規模な管路から分岐する場合と、水道等の比較的小規模なパイプライ

ンから分岐する場合とで区分する

　既設管径及び分岐管径をパラメータとして、通常工法（断水発生）、不断水工法（断水は発生しない）

に区分して算定

＜バルブ工事費＞

　既設ダムの放流設備等に設ける場合と、水道施設等の比較的小規模のパイプラインを利用する場合とで

区分する

　既設ダムの放流設備等に設ける場合は、バルブ径（水圧管径）をパラメータとして算定

　水道施設等の比較的小規模のパイプラインを利用する場合に必要となるバルブ（仕切弁）については、通

常工法（断水発生）、不断水工法（断水は発生しない）に区分して算定

＜流量計工事費（流量計室を含む）＞

　水圧管路内径をパラメータとして算定

　水力発電所において導入実績の多い超音波流量計を対象として計上

i. 放 水 路 　導水路工事費積算方法に準じて算定

＜無圧式＞

　ゲートの有無を区分し、水路半径（1/2内径）、１条当たりの通水量をパラメータとして算定

＜圧力式＞

　池の利用水深、水路半径（1/2内径）、通水量、水路条数をパラメータとして算定

　放流バルブあるいは放流ゲートの本体設置費と据付工事費の合計とし、放流バルブ口径をパラメータとして

算定

　バイパスルートである管路自体は水圧管路工事費の積算に準じて算定

l. 雑 工 事 費 　水路工事費の合計各（a～k）の１０％を計上

放 水 口

代替放流設備

積 算 項 目

取 水 口b.

導 水 路e.

水 槽f.

余 水 路g.

水 圧 管 路h.

j.

k.



年経費の算出

導入予定の水力発電所に必要となる年経費を算出します。
年経費は、導入予定発電所の立地・発電出力などの条件により変動することにな

り、事業終了後の撤去・処分費、原状回復に要する費用の積立が必要であれば、費
用に追加します。

諸 条 件 ・ 諸 数 値

原 価 償 却 法 　定率法

残 存 率 　１０％

耐 用 年 数 　返済期間と同値

金 利 　２％

固 定 資 産 税 　建設費 ÷ 初年度簿価 × 簿価 × 1.4％

人 件 費 　建設費 × 0.17％

初 年 度 率 　建設費 × 0.310％

年 増 加 率 　建設費 × 0.019％

そ の 他 経 費 　建設費 × 0.31％

一 般 管 理 費 （ 固定資産税 ＋ 人件費 ＋ 修繕費 ＋ その他費用 ）× 12％

割 引 率 　２％

項 目

減 価 償 却 費

修 繕 費

出典：「ハイドロバレー計画ガイドブック」経済産業省 資源エネルギー庁

年経費内訳

年経費算出諸元
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出典：「水力発電計画工事積算の手引き」経済産業省 資源エネルギー庁

解 説

減 価 償 却 費

　減価償却費は、固定資産の取得原価を費用として、各利用年度に合理的かつ計画的に配

分する会計上の手続きで、いったん固定資産として投入した資本を、その固定資産の耐用年数

間に合理的に配分して回収するために計上する費用が減価償却費です。

金 利
　金利は事業報酬に相当するものです。

　経費として見込むのは、建設借入金の返済利息額となります。

固 定 資 産 税

　固定資産税は、地方税法に基づき、土地、家屋、償却資産を課税物件とし、その所有者に

課せられる地方税をいいます。

　電気事業固定資産のうち土地及び償却資産の帳簿価額に固定資産税率を乗じて算出しま

す。

人 件 費 　発電所の保守・運用に必要な経費をいいます。

修 繕 費 　発電設備の維持・管理のための修繕費をいいます。

そ の 他 経 費
　その他経費の主なものは、委託費、固定資産除去費、補償費、水利使用料、その他費用と

なります。

間

接

費

一 般 管 理 費
　一般管理費は、発電所の運転に関連する経費をいいます。

　固定資産税、人件費、修繕費、その他経費の合計額に一般管理費率を乗じて算定します。

経 費 項 目

資

本

費

直

接

費

03) 土 木 関 係

　必要に応じて別途積算を行う（積算の手引き適用範囲外）

m. 基 礎 　通水量、有効落差、主機台数をパラメータとして発電所形式別に算定

　土木管径工事費の合計額（①水路＋②貯水池又は調整池＋m.機械装置基礎）の１０％を計上

　地下式を採用する場合は、発電所への進入路（機械搬入路）の工事費を加算する

04) 電 気 関 係 　最大出力、有効落差をパラメータとして算定

05) 仮 設 備 費 　建物・土木・電気関係工事費の合計額の５％を計上

　建物・土木・電気関係工事費、仮設備費の合計の１５％（冬期休止が必要な場合）又は、７％（冬

期休止が不要な場合）を計上

　総係費を計上するか否かは事業者の判断となる

07) （ 小 計 ）

　詳細な行程を立案しないことから、運転開始時点から遡って全体工期の４／１０のところにキャッシュフロー

の重心が来ると考えた式で算定

　建設中利子を計上するか否かは事業者の判断となる

09) 分 担 関 連 費 　土地補償費、建物・土木・電気関係工事費、仮設備費、総係費の合計額の１％を計上

10) 送配電設備費 　新たに敷設する送配電線の延長に工事単価を乗じて算定

11) （ 計 ）

総 係 費06)

08) 建 設 中 利 子

②貯水池又は調整池

③ 機 械 装 置

諸 装 置n.

６．概算工事費・年経費の算出



資金調達の手法

事業の資金調達方法としては、資本金出資、国・地方自治体からの補助金などや、
金融機関からの融資、市民出資などの手法があり、単独又はこれらの組み合わせに
よる資金調達を行うのが一般的です。

自己資金 事業計画者が資金を拠出します。
金利等が発生しないメリットがあります。

国・自治体からの
補助金など

基本的に返済不要となることが多いです。
固定価格買取制度を利用して売電する場合には、利用出来ない

補助金等もありますので事前に確認が必要です。

金融機関からの
融資

従来からある通常の貸出金となります。
再生可能エネルギー事業に関して低金利での貸付を行っている

機関もあります。

自治体等の新しい資金調達手法として、市民ファンドを組成し、
匿名組合員から出資賛同資金を調達する手法となります。

地方自治体・民間などで活用して事業を行った事例があります。

市民出資
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再エネ電気の売却 ＦＩＴ制度 → ＦＩＰ制度

７．資金調達の手法、採算性の検討

出典：「再生可能エネルギー FIT・FIP制度ガイドブック2024」経済産業省 資源エネルギー庁

再生可能エネルギーの電力市場への統合を図っていくため、2022年度から
FIT制度に加えて市場連動型のFIP制度が導入されました。FIP制度の認定を受け
た場合、発電した再生可能エネルギー電気を、卸電力取引市場や相対取引によ
り自ら市場で売電することとなります。その際、あらかじめ設定された基準価
格(FIP価格)から、参照価格(市場取引等により期待される収入)を控除した額(プ
レミアム単価)に、再エネ電気供給量を乗じた｢プレミアム｣が、1ヶ月毎に決定
され、当該発電事業者に交付されることとなります。



採算性の検討

小水力発電導入目的によりますが、投資コストを回収できる採算性が重要です。
収入としては、売電収入・自家消費による電気料金節減額となり、支出として

は、工事費・メンテナンス費用・税金等となります。

建設費回収年数による評価

FIT制度を利用する場合は、買取期間が２０年であることから、２０年を目途に
して評価を行います。

回収年数 =
概算工事費－補助金額

年間売電電力料金（又は電気料金節減額）－ 年維持管理費

建設単価法

比較的手法が簡便なことから広く使われている評価手法で、計画を比較する際
に建設単価（円／kW、円／kWh）が最も小さい計画を最適発電規模とします。

流れ込み式の場合、発電電力量当り建設単価（円／kWh）が250円以下である
場合に経済性が高いと評価されています。

出力当り建設単価（円／kW） ＝ 建設費（円）÷ 最大出力（kW）

発電電力量当り建設単価（円／kWh）＝ 建設費（円）÷ 年間可能発電電力量（kWh）

費用便益法（Ｂ／Ｃ）

概算工事費、維持管理費、収益の３項目を用いて計算します。
FIT全量売電、自家消費、余剰売電と目的が異なる計画を比較する際には、FIT

買取期間が２０年であることから、２０年間での事業採算性評価とします。
費用と収益が同じであれば“１”となり、収益が低い場合は“１未満”、収益

が大きい場合は“１以上”となり、年維持管理費が収益を上回る場合は“マイナ
ス”となります。

Ｂ／Ｃ =
年収益（売電又は電気料金節減額）－年維持管理費 ×２０年

概算工事費
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2024年度以降のFIT/FIP・入札制度の対象

2024年度の入札対象については、1000kW以上の新規認定はFIP制度のみ認め
られます。また、全電源50kW以上は事業者が希望すればFIT制度の選択が可能です。

出典：「再生可能エネルギー FIT・FIP制度ガイドブック2024」経済産業省 資源エネルギー庁

※電源規模1,000kW未満の新規FIT認定に係る本要件は、｢自家消費・地域消費型｣ と｢地域一帯型」の2カテゴリー
あり、次の6要件のうち、いずれか1つを満たすことが必要になります。（新設・リプレースを問わない。）

「自家消費・地域消費型」

「地域一帯型」

①発電設備により発電される電気量の少なくとも3割を自家消費するもの

②発電設備による電気を再エネ電気特定卸供給により供給し、かつその契約の相手方にあたる小売電気事業者または
登録特定送配電事業者が、小売供給する電気量の5割以上を当該発電設備が所在する都道府県内へ供給するもの

③発電設備により産出された熱を、原則として常時利用する構造を有し、かつ、当該設備により発電される電気量の
少なくとも1割を自家消費、すなわち、9割未満を特定契約の相手方である電気事業者に供給するもの

④発電設備が所在する地方公共団体の名義(第三者との共同名義含む)の取り決めにおいて、当該設備による災害時を
含む電気又は熱の当該地方公共団体への供給が、位置付けられているもの

⑥地方公共団体が自ら事業を実施又は直接出資する小売電気事業者または登録特定送配電事業者に、当該事業計画に
係る再エネ発電設備による電気を再エネ電気特定卸供給により供給するもの

⑤地方公共団体が自ら事業を実施又は直接出資するもの

７．資金調達の手法、採算性の検討

※



河川の水を利用して水力発電を導入する場合は、河川法に基づく「流水の占用許
可(河川法第23条※)若しくは登録(河川法第23条の2※ )」)が必要となります。

「流水の占用の許可」の標準処理期間が5ヵ月であることから、早い段階で河川管
理者と水利権についての相談・協議を行うことが重要です。

また、既に流水の占用の許可を受けた農業用水等を利用して一定の要件を満たし
て発電を行う場合には、「流水の占用の登録」の対象となり、標準処理期間が1ヵ月
に短縮されるなど手続きが簡素化されます。

８．許認可の協議・手続き

小水力発電導入の際に関連する、河川法、電気事業法、電力会社との系統連系、事業
計画の認定について概要を示します。

河川法

電気事業法

電気事業の適切・合理的な運営による電気利用者の利益確保、電気工作物の工
事・維持・運用を規制することによる、公共の安全の確保・環境の保全を図ること
を目的とした法律となっており、電気工作物の種類や出力条件等に応じた手続きが
必要となります。

必要な手続き

導入する小水力発電設備が、下記の条件に全て該当する『一般用電気工作物』
である場合は、電気事業法上での必要な手続きはありません。

・ 電圧６００Ｖ以下で受電
・ ダムを伴わない出力２０ｋＷ未満、かつ、最大使用水量１ｍ３／ｓ未満
・ 電線路以外で構内以外の場所にある電気工作物と電気的に接続されていない

上記に該当しない場合は『事業用電気工作物』となり、出力等条件により必要
な手続きに違いがあります。

工事計画（法第４８条、規６５条）

事業用電気工作物の工事で、条件に該当する場合は、事前に工事計画を策定し
経済産業大臣に届け出る必要があります。

届出が受理されてから３０日経過した後でなければ、工事を開始できません。

法：電気事業法
規：電気事業法施行規則
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法第42条 法第48条

電 気

主任技術者

ダ ム 水 路

主任技術者

ダムを伴う

又は最大出力２００ｋＷ以上

又は最大使用水量１ｍ ３／ｓ以上

ダムを伴わない

かつ最大出力２０ｋＷ～２００ｋＷ未満

かつ最大使用水量１ｍ ３／ｓ未満

農業用排水施設、上水道施設、下水道施設、

工業用水道施設の落差を利用する水力発電設備

かつダムを伴わない

要 要 不要 不要

ダムを伴わない

かつ最大出力２０ｋＷ未満

かつ最大使用水量１ｍ ３／ｓ未満

一般用

電 気

工作物

不要 不要 不要 不要

事業用

電 気

工作物

要 要 要 要

要 要 不要 不要

電 気

工作物

の種類

出 力 等 条 件

法第43条

保 安

規 程

届 出

主任技術者

選 任
工 事

計 画

届 出



主任技術者の選任（法第４３条、規５２条）

事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の確保として、主任技術
者を選任し、経済産業大臣（管轄の産業保安監督部）に届ける必要があります。

主任技術者には、電気主任技術者とダム水路主任技術者があり、必要な要件を
満たした場合、外部委託などを利用できます。

電力会社との系統連系に関する協議・検討

小水力発電設備を電力会社の送配電線と系統連系を行う場合は、電力会社の電力
系統に悪影響を及ぼさないように、技術的ルールに従う必要があります。

また、発電設備設置に係る事業計画は、国へ手続を行い、認定を受ける必要があ
り、認定要件として予め電力会社との接続契約を締結しておく必要があります。

ＦＩＴ制度、ＦＩＰ制度の活用

FIT及びFIP制度を活用するためには、国による『事業計画認定』が必要です。
認定にあたっては、前述の要件のほかに土地の確保、保守点検・維持管理、関

係法令の遵守などが審査され、事業実施の確実性が高い案件が認定されます。
なお、審査期間は長期間（約3ヶ月）にわたるため、年度内に事業計画の認定

を受けるためには当該年度の提出・申込期限に留意が必要です。
また、2024年4月に改正されたFIT法では、事業計画認定に当たり、下記のと

おり説明会又は事前周知措置を求めています。詳細は、『再エネFIT・FIP制度ガ
イドブック2024（経済産業省 資源エネルギー庁）』をご覧下さい。
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電気工作物の設置者が、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の確保
を目的として策定するものであり、電気事業法施行規則で定められた事項につい
て、使用開始前に経済産業大臣（管轄の産業保安監督部）に届出が必要です。

また、保安規程を変更した場合は、遅滞なく届出が必要です。

保安規程（法第４２条、規５０条）

８．許認可の協議・手続き

出典：「再生可能エネルギー FIT・FIP制度ガイドブック2024」経済産業省 資源エネルギー庁

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2024_fit_fip_guidebook.pdf
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８．許認可の協議・手続き

発電事業者

電力会社
への手続

国
への手続

連系希望地点付近の系統状況に

ついて、簡易検討(事前相談)を

依頼（省略可･無料･約１ヶ月）
受 付

検討結果

通 知

連系希望地点の

系統に空き容量有り

接続検討を依頼
（20万円＋税、約３か月）

同時に接続契約の

申込みが可能

接続の同意を

証する書類

事業計画

認定通知書

接続契約の締結

工事費負担金支払

買取価格・調達期間の決定

運転開始期限のカウント開始

発電事業計画の立案

約１ヶ月

（約３か月）

電子申請により

経済産業省に

事業計画認定の申請
受 付

受 付

約３ヶ月

検討結果

通 知

審査結果

通 知

約３ヶ月

立地と設備について

詳細検討

説明会又は事前周知措置の実施

系統連系（電力会社）・事業認定（経済産業省）に関する処理フロー図


